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1 ．は じ め に
　わが国を代表する産業が自動車産業であることは論を俟たないが，自動車部品産業の全体
像を描き出すことは容易ではない。自動車メーカーを頂点としたピラミッド階層構造として
しばしば提起されているが，経済・産業のグローバル化や競争環境の大きな変化によって，
その内部構造や主体は変質し続けている。
　GDP の 1 割程度にあたる自動車産業を研究対象とする場合，その規模の大きさや階層構
造ゆえに， 3 つのアプローチが基本的なやり方である。すなわち，自動車メーカーを対象と
するもの，自動車メーカーと取引している 1 次サプライヤー（大手企業）を対象とするも
の， 1 次サプライヤーと取引する 2 次メーカー，さらにその次の階層の 3 次サプライヤーと
いった中小企業を切り口とするもの，以上の 3 つのタイプがそれぞればらばらに検討され
る。このうち，自動車メーカーは株式公開企業でもあり，経営・技術・財務にわたる広範な
情報が開示されており，また，そもそも日本を代表する企業として常に注目され，多くの論
　日本を代表する自動車産業は，自動車メーカー， 1 次サプライヤー， 2 次・ 3 次にわた
る中小サプライヤーから構成されている。本稿では， 1 次サプライヤーと中小サプライヤ
ーをそれぞれ対象としたアンケート調査の結果を総合的に整理し，部品産業の全体像把握
の一助となる情報を提供するのが目的である。 1 次サプライヤー約100社，中小サプライ
ヤー約900社からの回答件数から，ある程度の定量的データの抽出が可能となった。それ
らは，地域産業研究や階層別の研究，企業調査との相対的分析などの資料として有効利用
可能なものと思われる。
　リーマン・ショックとその後の世界不況が，自動車部品サプライヤーの収益性や受注数
量や従業員数など経営動向にどのような影響をおよぼしたのか，そこでの階層別の対応の
違いや近年の取引関係，国内拠点の再編や海外展開など，多岐にわたるアンケート調査結
果を提供する。
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考が公表されている。 1 次サプライヤーとなると，上場企業も多いとはいえ製造製品が多岐
にわたり，日本自動車部品工業会に加盟する約600社のなかでさえ，規模の違いが大きいな
ど，全体を把握するのは格段と難しくなる。さらに， 1 次サプライヤー以下に膨大に存在す
る 2 次・ 3 次サプライヤーとなると，その多数性・多様性，中小・零細性もあるが，企業の
公開情報の少なさからも，定量的な現状把握は困難を極めるのが普通である。
　そこで，われわれ分業構造研究会メンバーの一部は，清晌一郎関東学院大学教授を研究代
表者とした科学研究費補助金のプロジェクトによる大規模アンケート調査の実施に参画し，
部品産業全体の動向を把握するデータを入手した1）。これにより，リーマン・ショック以後
の厳しい経営環境以降，先述した自動車メーカーを除く 1 次サプライヤーと 2 次・ 3 次サプ
ライヤーがどのような経営対応を行い，どのような課題を抱え，国内外の生産体制をどのよ
うに展開・再編しているのかを定量的に明らかにすることが可能となった。すでに， 1 次サ
プライヤーのアンケート結果， 2 次・ 3 次サプライヤーに関する分析結果はそれぞれ個別に
公 表 さ れ て い る（ 兼 村（2014）， 清（2014）， 遠 山（2013）， 遠 山 ほ か（2014a, 2014b, 
2015），西岡（2015））2）。
　本稿は，それら 1 次と 2 次・ 3 次でそれぞれに回答を得た結果を近接する項目ごとに整理
することで，自動車部品産業の全体像把握が可能な基礎データの提供を行うことを目的とし
ている3）。ただし，それぞれのアンケート調査から導出された動向・事実を有機的に関連づ
ける分析視角で深耕する余裕は本稿にはない。
2 ．アンケート調査の枠組みと回答企業の概要
2-1　 2 つのアンケート調査
　ここで利用するアンケート調査は，2012〜2014年に実施されたものである。時期としては
2 次・ 3 次サプライヤー向けのものが早く2012年末に，次いで2014年 3 月に 1 次サプライヤ
ー向けアンケート調査を実施した（表 2-1）。
　 1 次サプライヤー・アンケートは日本自動車部品工業会に加盟する企業605社を対象と
し，回答数は109社，有効回答率は18％であった4）。 2 次・ 3 次サプライヤー・アンケート
1）　分業構造研究会幹事の中川洋一郎教授（中央大学）と筆者がこれに相当する。
2）　これらの論考に加え，日本各地（東北，関東，南信，中部，広島，九州）の部品産業の実態調査
を総合的に取りまとめたものとして，清晌一郎編（2016）を参照されたい。
3）　本稿は，清晌一郎編（2016）の第 2 章第 1 節に収録された共著論文のうち，筆者がドラフトを提
供した部分に加筆・修正し，大幅に図表を追加したものである。前述共著論文は，筆者執筆担当部
分に清晌一郎教授（関東学院大学），伊藤誠悟准教授（武蔵大学）によって加筆・修正のうえ収録
されている。
4）　回答を得た 1 次サプライヤーの製造品目は，エンジン部品（41.4％），電子・電装部品（28.3％），
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（以下，中小サプライヤー）は全国7,000社に郵送して938社から回答，有効回答率は14％と
なった5）。これらの調査の実施時期には若干の時差があり，経営動向や財務に関する回答へ
の影響はたしかに存在する。すなわち，中小サプライヤーの回答時期は東日本大震災やタイ
の洪水の直後で，円高といった未曾有の厳しい局面であったこと， 1 次サプライヤーの回答
時期は円高局面から円安に転じて北米市場が回復するなど収益基盤が改善された時期であっ
たことは，念頭に置いておく必要がある。
2-2　アンケート回答企業の概要
　以下では， 2 つのアンケート調査の対象となり，回答を得た企業群の基本的な属性をまず
は紹介しよう。具体的には， 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの売上高，収益性，研究
開発比率，企業設立・自動車部品事業開始年，経営動向をとりあげる。
（ 1 ）売上高
　 1 次サプライヤーにおいては，売上高 1 兆円以上の企業が単独で 1 社，連結で 5 社含まれ
るのに対し，売上高300億円以下の企業が，連結でも50社，連結で20社も含まれることにな
り，結果的にメガサプライヤーと呼ばれる大手部品メーカーから専門部品メーカー，中堅企
業や専門加工メーカー，そして一部には必ずしも 1 次サプライヤーとはいえないような従業
員300人以下の中小企業も含まれることとなった（表 2-2）。その点で，自動車部品産業にお
ける大手メーカーから中小企業にいたる 1 次サプライヤーの構造の一端を表現しているもの
ステアリング・サスペンション・ホイール＆タイヤ（25.3％），内装部品（23.2％），車体・外装部
品（22.2％）などの構成比が高い（複数回答）。
5）　中小サプライヤーの主な製造・加工工程は，機械加工（45.1％），プレス（25.7％），組立
（21％），溶接（14.5％），表面処理（13.1％），鋳造・鍛造（12.2％），樹脂成形（12％），金型・治
工具（9.7％）などであった（複数回答）。
表 2-1　自動車サプライヤーシステム研究会（科研費プロジェクト）によるアンケート調査の内容
アンケート名称 対象 実施時期 総発送数 回答件数 回収率
自動車部品メーカ （ー 1
次）に関する実態調査
日本自動車部品工業会
加盟の部品メーカー
2014年 3 月 605社 109社 18.02％
自動車関連 2 次・ 3 次
企業アンケート調査
東京商工リサーチのデ
ータおよび共同研究者
提供による全国の中小
自動車部品関係企業
2012年12月 7,000社 938社 13.72％
　（注）　アンケート調査費用の原資は科学研究費補助金基盤研究Ａ（研究代表者：清晌一郎，課題番号23252009）
による。
（出所）　清・遠山・伊藤（2016）を改変。
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と考えてよい（清（2014））。
　メガサプライヤーの定義はないが，グローバルにみれば連結売上高 1 兆円程度以上のクラ
スが妥当のようだが（デンソー，アイシン精機，カルソニックカンセイ），国内的な規模か
らすると1,000億〜2,000億円以上で大手サプライヤーといえよう（ヨロズ，日信工業，エク
セディ）。
　他方， 2 次・ 3 次サプライヤーを中心とした中小サプライヤーの売上高規模は，最大値の
50億円以上の回答が 5 ％以下で，90％以上の中小サプライヤーの売上高は30億円未満となっ
ている。
（ 2 ）収益性
　収益性に関しては， 1 次サプライヤーと中小サプライヤーのアンケート実施時期が大きく
影響したデータであることに注意されたい。すなわち 1 次サプライヤー調査時の2014年は
2012年に比べて円ドル相場が大きく円安に振れ， 1 ドル80円から100円台前半へ推移して為
替差益による収益増大の影響が反映されている。
　その結果， 1 次サプライヤーの 4 割以上が営業利益率 5 ％以上と単独・連結ともに回答
し，赤字企業の割合は単独で8.3％，連結だとわずかに1.8％にすぎない（表 2-3 ）。総じて，
円安効果も国内事業にはプラスに作用し，また，海外事業の拡大もこの間に進んで海外売上
表 2-2　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの売上高分布
回答件数 300億円未満
300億〜
500億円
500億〜
1 千億円
1 千億〜
5 千億円
5 千億〜
1 兆円
1 兆円以上
1 次サプライヤー
単独
89 50 10 10 14 4 1
100.0％ 56.2％ 11.2％ 11.2％ 15.7％ 4.5％ 1.1％
連結
56 20 3 10 14 4 5
100.0％ 35.7％ 5.4％ 17.9％ 25.0％ 7.1％ 8.9％
中小サプライヤー
回答件数 1 億円未満 1 億〜 3 億円 3 〜10億円 10〜30億円 30〜50億円 50億円以上
843 143 207 257 160 36 40
100.0％ 17.6％ 24.6％ 30.5％ 19.0％ 4.3％ 4.7％
　（注）　各調査年時直近の売上高の回答による。
（出所）　「自動車部品メーカー（ 1 次）に関する実態調査」（2014）および「自動車関連 2 次・ 3 次企業アンケート
調査」（2012）より作成。
表 2-3　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの営業利益率の分布状況
回答件数 5 ％以上 0 〜 5 ％未満 マイナス
1 次サプライヤー 89 41.6％ 50.1％ 8.3％
中小サプライヤー 832 25.7％ 47.8％ 26.4％
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
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が連結ベースで好転したものといえる。
　他方，2012年末の調査であった中小サプライヤーは厳しい円高下にあったため， 4 分の 1
もの企業が営業赤字に陥っていた。逆に，同程度の中小サプライヤーはそうした状況下にも
かかわらず， 5 ％以上の利益を計上しており，中小サプライヤー間の経営体力の格差が強く
表れていることを推察させる。また，中小サプライヤー全体の 7 ％程度にすぎないが，海外
に進出している企業の回答によれば， 5 ％以上の利益を出している回答数が31.4％と全体に
比べて高い結果となっている。中小サプライヤーの中にも海外で稼ぐ体制を構築しつつある
結果ともいえよう。
（ 3 ）研究開発費比率
　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの研究開発費比率については，大きな格差が存在し
ている。
　 1 次サプライヤーでは94％の回答企業がなんらかの研究開発を行っており， 3 分の 1 の企
業が売上高に占める R&D 費を 1 〜 3 ％と回答している。次いで多い回答は 0 ％超〜 1 ％未
満の20.9％で，一方，10％以上の開発費比率というサプライヤーも13.4％も存在した。
　ところが，中小サプライヤーにおいては，研究開発費ゼロという回答が過半を占めてお
り，研究開発をしているグループはやはり R&D 比率 1 〜 3 ％で多くみられるが， 1 次サプ
ライヤーに比べるとその割合は半分程度の水準であった。総じて中小サプライヤーにとって
研究開発費を捻出することは難しい状況かもしれないが，半数に近い中小サプライヤーが設
備や技術，製品に関する研究開発を行っている点は注目される。
（ 4 ）企業設立・自動車部品事業開始年
　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーとでは，企業設立および自動車部品事業開始年にお
いて，明確な時間差が看取される。 1 次サプライヤーの過半が1940〜1959年に設立，自動車
部品事業を始めているのに対し，中小サプライヤーの約 4 割が1960〜1979年に集中してい
る。戦後復興と高度成長初期の時代にトラック・バス，オート 3 輪，乗用車を完成車メーカ
表 2-４　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの企業設立年および自動車部品事業の 
開始年の年代別構成比　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（％）
回答件数 〜1919年 1920〜39年 1940〜59年 1960〜79年 1980〜99年 2000年〜
1 次サプライヤー
設立 102 5.9 14.7 52.9 16.7 8.8 1.0
事業開始 91 1.1 9.9 54.9 20.9 9.9 3.3
中小サプライヤー
設立 814 1.4 4.5 19.1 30.8 25.3 8.9
事業開始 785 0 0.4 11.2 39.9 34.8 13.8
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
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ーが製造するのをサポートしたのが 1 次サプライヤーで，その後，高度成長期の国民車製造
および量産化にともなって中小サプライヤーにも部品ビジネス参入機会が発生したことが明
瞭に表れている。
　興味深いことに，中小サプライヤーの自動車部品事業開始年は1980〜1999年においても高
止まりしている。販売車種のモデル数や海外輸出が増えて多品種少量生産型の部品や金型，
治工具，各種設備・装置類などで参入機会が多様に存在したことをうかがわせる。バブル崩
壊後の国内景気低迷にもかかわらず，自動車・部品の海外輸出と他方での海外進出，日産リ
バイバルプランをはじめとした国内生産拠点の再配置と系列取引の弱体化なども影響したと
考えられる。
　 1 次サプライヤーは自動車部品業界でも代表的な企業が多く，歴史も古いため，2000年以
降の企業設立や部品事業開始はわずかしか存在しない。他方，中小サプライヤーは自動車の
ハイブリッド・エレクトロニクス化や九州・東北拠点の地場資本調達強化といった動きを背
景に，約14％の企業が2000年以降に自動車部品事業を開始した点も特徴的である。
（ 5 ）経営動向
　本調査では調査時点と数年前を比較した経営動向について，同じ性質の質問項目から回答
を得ている。 1 次サプライヤーについては単独・連結ベースで2010年時点と，中小サプライ
ヤーについてはリーマン・ショック前との比較である。参考までに，中小サプライヤーは海
外進出サプライヤーを追加して一覧表にした。表中の網掛けの項目は， 1 次サプライヤーで
単独・連結，中小サプライヤーで全体・海外進出のうち，両者の間でそれぞれ10ポイント以
上の差が出ていることを強調している（表 2-5 ）。
　 1 次サプライヤーの単独・連結経営動向では， 5 つの項目で顕著な差をみることができ
る。すなわち，売上高，受注数量，営業利益，海外売上比率，従業員数において，連結が単
独より10ポイント以上「増加」している一方，単独では連結より10％以上「減少」を示して
いる。販売先数については単独で「減少」回答の差はみられないが，連結ベースだと10ポイ
ント以上の「増加」，具体的には連結ベースでは 7 割の 1 次サプライヤーが販売先数の増加
を回答している。
　このように，「指標の全体を通して，国内オペレーションを主軸としている単独事業の内
容に比べて，海外オペレーションを含む連結での事業展開が盛んであり，売上高，受注数
量，販売先数，従業員数のいずれも，連結事業における伸びが顕著であり，日本自動車部品
産業の資本蓄積基盤＝成長基盤の主軸が国内から海外を主軸とするグローバル・オペレーシ
ョンに移行しつつあることが鮮明」といえよう（清（2014））。
　リーマン・ショック前との比較とはいえ，東日本大震災やタイの大洪水などの影響もあ
り，中小サプライヤーの回答では経営動向の厳しい状況が浮かび上がっている。売上高，受
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表 2-5　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの経営動向
上段：回答件数（件），下段：構成比（％）　
［連結］　 1 次サプライヤー ［単独］　 1 次サプライヤー 中小サプライヤー 海外進出中小サプライヤー
回答
総数
増加 不変 減少
回答
総数
増加 不変 減少
回答
総数
増加 不変 減少
回答
総数
増加 不変 減少
① 売 上 高
（生産高）
の変化
57 44 9 4 93 55 13 25 874 248 86 540 69 23 7 39
100.0 77.2 15.8 7.0 100.0 59.1 14.0 26.9 100.0 28.4 9.8 61.8 100.0 33.3 10.1 56.5
②受注数量
の変化
51 43 4 4 87 53 11 23 868 220 69 579 70 18 5 47
100.0 84.3 7.8 7.8 100.0 60.9 12.6 26.4 100.0 25.3 7.9 66.7 100.0 25.7 7.1 67.1
③販売先数
の変化
50 35 13 2 87 36 46 5 854 217 430 207 69 29 25 15
100.0 70.0 26.0 4.0 100.0 41.4 52.9 5.7 100.0 25.4 50.4 24.2 100.0 42.0 36.2 21.7
④営業利益
の変化
57 37 6 14 92 48 12 32 868 164 117 587 69 18 6 45
100.0 64.9 10.5 24.6 100.0 52.2 13.0 34.8 100.0 18.9 13.5 67.6 100.0 26.1 8.7 65.2
⑤海外売上
比率の変化
54 42 10 2 79 38 28 13 574 80 402 92 61 21 36 4
100.0 77.8 18.5 3.7 100.0 48.1 35.4 16.5 100.0 13.9 70.0 16.0 100.0 34.4 59.0 6.6
⑥従業員数
の変化
57 43 6 8 93 40 26 27 866 211 277 378 69 17 22 30
100.0 75.4 10.5 14.0 100.0 43.0 28.0 29.0 100.0 24.4 32.0 43.6 100.0 24.6 31.9 43.5
⑦製造費用
に占める購
入部品・材
料比率の変
化
44 20 20 4 79 30 42 7 821 138 381 302 68 18 19 31
100.0 45.5 45.5 9.1 100.0 38.0 53.2 8.9 100.0 16.8 46.4 36.8 100.0 26.5 27.9 45.6
⑧売上高に
占める研究
開発費比率
の変化
50 23 23 4 84 39 39 6 705 65 477 163 64 16 29 19
100.0 46.0 46.0 8.0 100.0 46.4 46.4 7.1 100.0 9.2 67.7 23.1 100.0 25.0 45.3 29.7
　（注）　 1 次サプライヤーへの質問は「2010年度比でみた最近の経営動向」，中小サプライヤーへの質問は「2007年
度比でみた最近の経営動向」で変化を回答してもらっている。
　　　　⑦について，中小サプライヤーには外注先の件数について変化をたずねている。
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
注数量，営業利益においては 6 割の企業が「減少」したと答えている。ただ，25〜30％程度
の中小サプライヤーが売上高，受注数量，販売先数，従業員数が「増加」している。中小規
模の海外進出サプライヤーとの対比では，販売先数，海外売上比率，研究開発費比率の 3 項
目において，全体傾向に比べて10ポイント以上の差で「増加」回答が多い結果となってい
る。中小海外進出サプライヤーは海外事業の展開によって販売先数が増え，海外売上比率も
高まり，そのための R&D 支出も増加するという動きが見受けられる。
3 ．サプライヤーシステムに関する調査結果
　ここでは，アンケート調査で回答を得たデータのうち，取引関係や取引依存度，生産拠点
の再編や合理化への取り組みといったサプライヤーシステムに関する結果をとりあげる。
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3-1　販売先と業界の位置づけ
　 1 次サプライヤーの販売先・取引先は2010年比でほとんど増加したとの回答を得たが，販
売先数をみると，非自動車関連を含むとはいえ20社以下との回答はわずか 2 割に満たない。
21〜50社，51〜100社，101社〜300社のそれぞれで25％ずつに分布しており， 1 次サプライ
ヤーの取引先はかなり分散している傾向が読み取れる（表 3-1）。
表 3-1　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの販売先総数
　　　　　　　　　　　　 　（非自動車部品関連を含む）
上段：回答件数（件），下段：構成比（％）　
1 次サプライヤー
回答件数　計 20社以下 21〜50社 51〜100社 101〜300社 301社以上
85 15 21 22 21 6 
100.0 17.6 24.7 25.9 24.7 7.1 
中小サプライヤー
回答件数　計 1 〜 3 社 4 〜 9 社 10〜29社 30〜49社 50〜99社 100社以上
829 213 188 240 82 46 60 
100.0 25.7 22.7 29.0 9.9 5.5 7.2 
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
　業界の位置づけは， 1 次サプライヤーを対象としているので，当然， 4 輪車メーカーが 7
割弱，トラック・バス・ 2 輪車で 1 割と，ほぼ 8 割が完成車メーカーを主要顧客としてい
る。ただ18.6％の企業が主要取引先を 1 次サプライヤーと答えており，日本自動車部品工業
会加盟企業とはいえ， 2 次サプライヤークラスの企業も含まれていることに注意を要する。
　一方，中小サプライヤーはその小規模性ゆえに， 8 割弱の企業が販売先29社以下となって
おり， 4 分の 1 のサプライヤーが 3 社以下と回答している。回答企業の中には数百人規模の
企業や特殊な専門加工・汎用部品をつくるサプライヤーも含まれており，そうした企業が30
社以上，あるいは100社以上の取引先を有している。
　中小サプライヤーの55.6％が，自社をいわゆる 2 次サプライヤーに相当すると答えてお
り， 1 次サプライヤーを主要顧客としている。14％程度の企業が治工具や金型，測定装置と
いった特殊な資本財メーカーなどを自動車メーカーへ納めており， 1 次サプライヤーに相当
するが，それは量産部品を生産する取引形態とは性質を異にしているものである。また，中
小サプライヤーの22.5％，5.3％がそれぞれ自社を 1 次サプライヤー， 3 次サプライヤーと
回答している。
3-2　製品の最終納入先メーカーと主要取引先への依存度・取引開始時期
　 1 次サプライヤー（単独）には最終納入先となるメーカーの上位 5 社，中小サプライヤー
には上位 3 社を質問し，メーカー別の回答をそれぞれ得た。結果的に，いずれの階層のサプ
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図 3-1　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの最終製品納入先自動車メーカー
 回答比率（％）　
　（注）　 1 次サプライヤーは上位 5 社，中小サプライヤーは上位 3 社の回答による。
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
ライヤーにおいても，トヨタ関連向けの製品の製造を担っている比率が高い結果で， 1 次サ
プライヤーの56.7％，中小サプライヤーの53.1％にのぼる（図 3-1）。
　 1 次サプライヤーはトヨタに次いで日産とホンダが大きな違いのない割合で 5 割を超えて
いるのに対し，中小サプライヤーは同 2 社への納入回答は37％台に急激に低下している。 1
次サプライヤーの販路はやや広がっていて系列色を薄めている一方で，中小サプライヤーは
販売先の拡大が困難で，やや系列色が強く出ている可能性が指摘できる（清（2014））。そも
そも，自動車主要 3 メーカーの2014年国内生産台数はトヨタが327万台，日産とホンダがと
もに87万台で，その差は 4 倍もの開きがある。そこには，国内生産台数の格差の結果が反映
された可能性もあるかもしれない。
　 1 次サプライヤーの主要取引先依存度は，30％未満という回答がもっとも多く（37.2％），
以下，依存度が高くなるにしたがってその割も減少していく（表 3-2 ）。90％以上を依存す
る 1 次サプライヤーはわずか4.3％にすぎず，70％以上でも 2 割以下となっている。過半を
超える部品メーカーが依存度50％未満で，特定の自動車メーカーへの販売に大きく依存する
典型的な系列型取引は大きく希薄化しつつあるといえよう。
　程度の差はあれ，同様の傾向を中小サプライヤーの主要取引先依存度にみることができ
る。ただし，中小サプライヤーにおいては，90％以上を 1 社に依存しているという回答が
表 3-2　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの主要取引先への依存度
 （％）　
回答件数 30％未満
30〜50％ 
未満
50〜70％ 
未満
70〜90％ 
未満
90％以上
1 次サプライヤー 94 37.2 24.5 19.1 14.9  4.3 
中小サプライヤー 847 28.7 21.4 16.5 14.3 19.1 
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
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19.1％寄せられている点で， 1 次サプライヤーとは大きく異なる。それでも回答割合の順位
でみると30％未満が最大で28.7％，30〜50％未満が21.4％で，それに次ぐのが 9 割以上の依存
サプライヤーとなっており，取引先を分散化している中小メーカーと，依然としてほぼ専属メ
ーカーとして操業している企業がそれなりに混在しているのが中小サプライヤーといえる。
　さて，興味深いのは，それぞれの主要取引先との取引開始時期への回答である。 1 次サプ
ライヤーは主要取引先への依存度が高くない状況にある一方で，その取引開始時期はかなり
の程度で1960年代以前（64.1％）と回答していることである（表 3-3 ）。つまり，取引関係
は長期継続的に推移しているものの，依存度は大幅に低下，あるいは取引先が主要以外にも
多角化したことを裏付けている。1970年代に14％の 1 次サプライヤーが主要取引先と取引を
始めているが，それ以後はいずれも10％に満たない水準が続いている。
　ところが，中小サプライヤーをみてみると，いずれの時期についても16〜23％程度で大き
なブレもなく取引開始時期が分散しているのが読み取れる。1970〜1980年代での取引開始の
回答が膨らむのは十分理解できるが，差は小さいといえ，取引開始時期のもっとも高い回答
結果が2000年代の22.7％である事実は， 1 次サプライヤーとは決定的な相違点といえる。九
州と東北における自動車メーカーの車両組立が中小サプライヤーにとっては自動車ビジネス
参入の機会となったり，関東の工場閉鎖にともなう主要顧客先の変更が生じたり，1990年代
以降の自動車産業地図・環境の変化を中小サプライヤーは強く受けたのではないかと推察さ
れる。
3-3　 1 次サプライヤーの経営合理化とその中小サプライヤーへの影響
　調査の実施時期による影響は考えられるものの，2010年代初頭の自動車部品業界における
経営動向の大勢を反映していると思われるのが， 1 次サプライヤーの経営合理化とその中小
サプライヤーへの影響である（表 3-4）。
　 1 次サプライヤーが社内の合理化として取り組んだ内容への回答は，内外製区分の見直し
が61.1％ともっとも高く，部品の共通化（41.1％）やライン数・生産能力の削減（32.2％），
モジュール化の推進（25.6％）が続いている。内外製区分の見直しとは，内製化だけを意味
表 3-3　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの主要取引先との取引開始時期
 （％）　
回答件数 1960年代以前 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代以降
1 次サプライヤー 92 64.1 14.1 5.4 8.7 7.6 
中小サプライヤー 855 16.3 22.0 21.8 17.3 22.7 
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
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表 3-４　 1 次サプライヤーの社内合理化への取り組みと中小サプライヤーの直面する
　　　　　　　　取引関係上の問題点（いずれも複数回答）
 上段：回答件数（件），下段：構成比（％）　
1 次サプ
ライヤー
の社内合
理化
回答総数
内外製区分
の見直し
部品の共通
化の推進
ライン数の
削減あるい
は生産能力
の削減
モジュール
化の推進
全面自動化
の推進
生産品目の
絞り込み
セル生産方
式の導入
90 55 37 29 23 21 13 9 
61.1 41.1 32.2 25.6 23.3 14.4 10.0 
中小サプ
ライヤー
の直面す
る経営問
題
回答総数
受注量の減
少
受注単価の
引き下げ
受注先の生
産縮小（海
外生産移転
を含む）
海外企業と
の競争激化
受注先から
の製造品質
要求の高度
化
受注先の内
製化の進展
納入の多頻
度化・受注
ロットの小
規模化
部品の共
通化の進
展
812 589 389 329 192 160 106 105 27 
72.5 47.9 40.5 23.6 19.7 13.1 12.9 3.3 
中小サプ
ライヤー
の経営方
針
回答総数
生産工程・
作業方法の
改善・合理
化
非自動車分
野への多角
化
外注工程・
製品の内製
化
不採算部門
からの撤退
海外生産の
開始・拡大
間接部門の
合理化
既存製品分
野での海外
新規取引先
の開拓
496 263 180 56 56 50 46 39
53.0 36.3 11.3 11.3 10.1 9.3 7.9 
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
するものではなく，自社の海外工場での生産や海外サプライヤーからの調達の可能性，実力
のある国内 2 次サプライヤーへの生産移管（海外含む）なども含まれるだろう。
　こうした 1 次サプライヤーの経営合理化は，中小サプライヤーにはどのように影響してい
るか，中小サプライヤーの直面する重要な経営問題（2010〜2012年）は次のようになってい
る。
　圧倒的に多い回答は受注量の減少で，実に72.5％が問題視しており，中小サプライヤーに
おいては深刻な状況である。受注量が減るなかで， 1 次サプライヤーからの受注単価の引き
下げ要求が厳しいと半数程度の中小サプライヤーが，また，製造品質要求が高度化している
と 2 割が回答している。他方， 4 割程度が受注先の生産縮小（海外生産移転を含む）に直面
しているといい，海外企業と競合の激化を回答しているのは 4 分の 1 程度となっている。
　ただし，内外製区分の見直しを進めているとする 1 次サプライヤーに対して，受注先の内
製化が進展していることを重要な経営問題として指摘する中小サプライヤーはわずかに13.1
％にすぎない。つまり， 1 次サプライヤーが内製化を進めているわけではなく，むしろ海外
生産や海外競合（ 1 次サプライヤーあるいは現地サプライヤー），一部でモジュール化によ
る発注先の絞り込みといった側面が，中小サプライヤーの受注数量減少に大きく関係してい
るものと考えられる。そうしたなかでの受注量の大幅な減少と単価の引き下げ，海外生産移
転を含む国内生産の縮小に対して，中小サプライヤーは 3 割程度が非自動車分野への多角化
262 第48号中央大学経済研究所年報
を模索しているが，実質的には作業工程の改善・合理化で対応していくほか術はなく，打て
る手段がきわめて限られているのが実態といえる6）。
　ちなみに， 1 次サプライヤーの部品共通化や多頻度納入要求はそれほど影響がないよう
で，表では省略しているが開発負担の増大やエンジニア不足，資金調達や設備投資負担とい
った回答は一桁台にとどまっている。
3-４　自動車ビジネスへの今後の方針
　今後の自動車関連ビジネスについて，どのような認識をサプライヤーが抱いているかも質
問している。
　 1 次サプライヤー・中小サプライヤーのいずれも自動車関連の主要取引先との関係強化を
図っていくという回答がもっとも多くそれぞれ 8 割， 6 割を占め， 1 次サプライヤーの方が
よりその傾向が強く表れている（表 3-5 ）。次いで回答率の高いのが，自動車分野で販売先・
取引先を拡大・分散・新規開拓していく方針で，いずれのサプライヤーも46％程度がそうい
う意向を示している。既存の主要顧客との取引を強化しつつ，分散化・多角化を図ろうとす
るのは，階層や規模に関わりなく，重要な経営戦略であるといえよう。
　自動車ビジネスではなく，非自動車分野の開拓・多角化を検討しようというサプライヤー
も，階層・規模に関係なく 3 分の 1 程度存在する。積極的消極的を問わず，事業のリスクヘ
ッジを考えている部品サプライヤーがそのくらいいるということは，経済社会情勢を考える
と首肯できる。また，自動車関連での新規分野の開拓・多角化や取り扱い製品の多角化への
回答は非自動車ビジネスよりも低く， 1 次サプライヤーが28.4％，中小サプライヤーが23.7
表 3-5　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの今後の経営方針（複数回答，調査時点）
 （％）
回答件数
自動車産業主要取引
先との関係強化（既
存主要取引先との関
係強化）
自動車分野での販売
先数を拡大，取引先
の分散（既存製品分
野での国内新規取引
先の開拓）
非自動車分野を含む
新規分野の開拓・多
角化（非自動車分野
への多角化）
自動車産業での新規
分野の開拓・多角化
（取扱い自動車関連
製品の多角化）
1 次サプライヤー 93 79.6 46.2 36.6 23.7 
中小サプライヤー 496 61.5 45.6 36.3 28.4 
　（注）　回答項目のかっこ内は中小サプライヤー向けの選択肢。
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
6）　中小サプライヤーがリーマン・ショック後に実施した対応策の上位の回答（複数）は， 1 位が非
正規社員の削減（40.1％）， 2 位が既存設備の改善（38.2％）， 3 位が正規社員の削減（31.3％）と
厳しい対応を余儀なくされている。
2016 263自動車部品サプライヤーの全体像把握に関する基礎データ（遠山）
表 ４-1　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの国内拠点開設地域と時期（複数回答：件数）
1 次サプライヤー
〜1970年代 1980年代 1990年代 2000年代〜
北海道・東北 11 2 3 4 
関東 42 14 8 17 
中部・北陸 30 11 11 20 
近畿 16 1 2 4 
中国・四国 16 2 5 0 
九州 8 2 3 7 
小 計 123 32 32 52 
中小サプライヤー
〜1970年代 1980年代 1990年代 2000年代〜
北海道・東北 19 8 11 13 
関東 85 14 11 20 
中部・北陸 98 37 13 13 
近畿 21 7 4 7 
中国・四国 21 11 6 8 
九州 5 4 5 8 
小 計 249 81 50 69 
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
％にとどまる。自動車技術の今後や開発費用負担，国内生産の見通しと海外展開などを考え
ると，安全性やエレクトロニクス化など技術的，資金的な面からも自動車部品での新規分野
参入が容易ではないことの結果ではないかと思われる。
4 ．生産体制に関する調査結果
　ここでは 1 次サプライヤーと中小サプライヤーの国内および海外の生産拠点をいつごろ，
どこに開設したかを歴史的に，また，海外拠点についてはその機能や納入先についても明ら
かにする。
４-1　国内拠点の再編
　高度経済成長期の終息する1970年代から10年単位にわけて，北海道・東北，関東，中部・
北陸，近畿，中国・四国，九州の 6 地区ごとに回答企業の生産拠点開設状況を集計したのが
表 4-1 である。
　 1 次・中小サプライヤーともに，回答企業の過半数の生産拠点の開設は，すでに1970年代
までに行われており，自動車組立工場の集積する中部と関東で部品企業の拠点開設数が多
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い。生産の拡大とともに用地の確保もまだ容易であった時代といえ，トヨタと日産の生産拠
点周辺に部品産業の集積が起こった結果といえる。
　ところが，1980年代以降になると打って変わって拠点の開設数が大幅に減少している。工
場周辺の市街地化や地価の高騰が影響しているものと考えられるが，バブル経済崩壊後の
1990年代も国内拠点の新設件数は伸びることはなかった。ただ，2000年代以降の回答をみる
と， 1 次・中小サプライヤーともに新規拠点の開設数が増加している。地域別ではここでも
関東と中部に集中しており，北海道・東北や九州といった新興自動車生産拠点がとりわけ目
立つという現象は生じていない。要因としては，複数の国内拠点を整理・統合するのにイン
フラや物流が高度に整備されたことや，地価の下落，大規模災害に備えるためのリスク分
散，系列外取引による拠点開設など，さまざまなことが考えられる。
　他方で， 1 次サプライヤーからは，国内拠点の閉鎖についても回答を得ている。拠点閉鎖
の経験の有無をたずねたところ，回答件数94社のうち61.7％にのぼる58社が閉鎖の経験はな
いと回答し，経験有りの回答は36社（38.3％）であった。
　拠点の閉鎖時期は1970年代以前がゼロ，1980年代が 3 ，1990年代が 7 ，2000年代が25，
2010年代が13であった。拠点閉鎖は2000年代に56％が集中し，また，2010年代前半でのアン
ケートでその前の10年間の過半に達しており，まさに進行中という結果であった。閉鎖され
た拠点のある地区・件数は，関東20，中部・北陸11，北海道・東北10，近畿と中国・四国が
4 ，九州 2 ，総計51拠点となった。こうした事態は，先にみた中小サプライヤーの直面する
経営問題について， 4 割もの中小企業が取引先の海外生産移管を含む生産縮小を問題視して
いることと大いに関係があるだろう（前掲表 3-4 ）。関東地区の2000年代における拠点開設
が復調している一方で，もっとも生産工場が消滅したのも，関東地区であったということで
ある。その大きな要因として考えられるのは日産の主力工場が関東で 2 つも閉鎖され，九州
工場や海外工場に生産移管が行われたことなどが想起できる。
４-2　海 外 展 開
（ 1 ）進出した時期と地域
　2000年代から2010年代前半にかけて，部品サプライヤーは自動車の国内生産台数の伸び悩
みと海外市場対応のための海外展開を推し進めた。為替水準が円高基調であったことなども
影響して，日本からの輸出競争力確保が難しい局面が続き，サプライヤーの海外進出圧力が
1 次サプライヤーばかりでなく， 2 次・ 3 次の中小サプライヤーにも押し寄せることとなっ
た。海外拠点ありと回答した企業は 1 次サプライヤー79社（79％），中小サプライヤー71社
（13.7％）である7）。以下では，北米・欧州等を中心とした地域と中国・ASEAN などを中
心とした地域とに分けて，年代別進出件数をみてみよう。
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　まず，自動車市場がすでに形成されていたアメリカや欧州，それに新興市場・生産拠点と
して勃興してきた中南米地域への年代別進出件数推移を示したのが図 4-1 である。
　自動車メーカーの生産拠点開設にともなって， 1 次サプライヤーは1970年代から1980年代
に進出しており，とくに北米地域は2000年代にいたるまで一貫して最大の拠点開設エリアで
あった。ただし，進出件数がもっとも多かった時期は1980年代の22件で，それ以後は漸減傾
向が続いている8）。欧州地域は1970年代から2000年代にかけて徐々に拠点開設件数が漸増し
て，2000年代は北米地域に匹敵するほどである。北米市場のような日本車シェアが確保でき
ていない欧州において， 1 次サプライヤーの拠点開設が持続的に行われている点から考える
と，欧州自動車部品ビジネスにも地道に食い込んでいるといえるのかもしれない。
　南米地域の回答は 1 次サプライヤーからしか得ていないが，一貫して拠点開設件数が伸び
ていることが鮮明である。2010年代はアンケート時点でまだ中間地点前にもかかわらず，す
でに13件の進出がみられ，2000年代の10年間のそれを超過している。各種報道からも明らか
なように，とりわけ北米市場への輸出をねらったメキシコでの現地生産進出が進行中である。
　ところで，中小サプライヤーの北米・欧州地域への拠点開設件数は，どの年代においても
0 
5 
10 
15 
20 
25 
30 
35 
40 
1970年代以前 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代
中小サプライヤー：欧州
中小サプライヤー：北米
1次サプライヤー：北米
1次サプライヤー：中南米
1次サプライヤー：欧州
図 ４-1　 1 次サプライヤーと中小サプライヤーにおける北米・欧州等の年代別拠点開設件数の推移
　　　　　（複数回答：件数）
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
7）　 1 次サプライヤーの回答件数は100社で，そのうち79社が「海外現地生産あり」と回答，中小サ
プライヤーの回答件数は518社，71社が海外進出していると回答している。中小サプライヤーは約
900社から回収しているが，そのうちこの質問項目に回答していない企業の多くが海外進出してい
ないと思われる。よって，実質的に中小サプライヤーの海外進出割合は， 8 〜10％とみたほうが現
実的のようである。
8）　北米地域は 1 次サプライヤーの拠点閉鎖件数がもっとも多いエリアで，回答企業のうち16拠点が
これまでに閉鎖されている。その一方で，世界不況からの回復を受けて，今後も機能拡大の可能性
のある地域としても，北米は ASEAN に次いで第 2 位に位置づけられている。
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少ないのが実態で，2000年代の北米進出件数 5 件が最大であった。とりわけ欧州への進出は
きわめて低調のままで推移している。すでに産業として自動車部品ビジネスが成熟し，既述
のように日本車シェアの低い状態では，中小サプライヤーが大きなリスクを冒してまで手を
広げるメリットや根拠に乏しいというのが実態といえよう。
　次に，中国・ASEAN 等のアジア地域への進出状況をみてみよう。ここでは 1 次サプライ
ヤーについてのみ，インド進出件数のデータも取り入れている（図 4-2）。そもそも市場と
して未成熟だったアジア地域は，1980年代まで 1 次・中小あわせた海外拠点進出件数がわず
か20件と著しく低調な水準で，そのほとんどが 1 次サプライヤーによるものだった。それが
一変するのが，1990年代以降である。
　1990年代になると 1 次サプライヤーの中国進出件数はその前の 3 倍，ASEAN 進出件数は
2 倍となり，中小サプライヤーもそれまでゼロだった中国での拠点開設が突如として11件を
記録している。2000年代以降は中国・ASEAN で 1 次・中小サプライヤーの拠点開設がさら
に増大して，2010年代もそれは持続しているものと考えられる。なかでも中小サプライヤー
の ASEAN 進出は調査時点の2012年の段階で，つまりわずか 3 年間で22件と中国のそれを
上回り，一種の進出ブームの様相を呈している。同時期に実施したわれわれ共同研究チーム
によるタイ・インドネシアの現地調査において，豊田通商が工業団地を経営して中小サプラ
イヤーの現地経営をサポートするなど，進出支援ビジネスの勃興も後押ししているようであ
る。また，中京地域では中小サプライヤーが「とりあえず海外」に進出するといった新聞報
道がなされたと，共同研究者が情報提供するほどであった9）。
　北米・欧州地域と異なり，日本車シェアが各国で高いうえに輸出拠点としても機能するよ
9）　2015年末のわれわれの研究会において，田村豊教授（愛知東邦大学）による報告で紹介された。
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　　（出所）　前掲表 2-2に同じ。
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うになった ASEAN 地域や，部品産業が成長過程で参入余地が高い中国，また，それらの
地域における低廉な人件費も魅力のひとつであった。また，中小サプライヤーが拠点を開設
して人員を派遣するにしても，物理的な距離はもちろん，アジアという心理的な距離からも
欧米地域に比べて海外進出するハードルが低い効果もあっただろう。
（ 2 ）海外拠点の目的・機能
　自動車メーカーの海外工場における現地生産・現地調達率の向上は，日系部品メーカーを
中心としたサプライチェーンの現地構築にかかっている。すでに中堅・大企業となっている
1 次サプライヤーは，はやくから生産拠点の設置と現地日系取引先への安定した部品供給の
役割を果たしてきた。つまり， 1 次サプライヤーの海外拠点の機能でもっとも多いのは生産
工場であり，回答企業100社によって世界各地に250工場が展開されている（表 4-2 ）。
　地域別にみてみると，ASEAN 諸国が65工場でもっとも多く，次いで中国57，北米44とな
っている。市場の大きい，あるいは市場成長率の高い地域において， 1 次サプライヤーの生
産工場の多くが稼働して，現地の自動車生産を支えている。また， 1 次サプライヤーは国内
の主要取引先の現地工場とばかり取引しているわけではなく，日本で取引関係のない日系メ
ーカーや海外メーカーへの取引拡大を図っており，北米と欧州では地域統括会社や研究開発
機能をもった子会社・拠点を数多く設けている。それを追う形で中国，ASEAN 地域でも同
様に，地域統括会社や研究開発拠点の開設が進んでいることがうかがえる。
　中小サプライヤーの海外拠点については，機能別の設問ではなく，進出理由をたずねてお
り，その回答結果が表 4-3 である。
　そもそも進出件数の少ない北米・欧州では，北米での市場獲得と取引先の要請による進出
だったこと，欧州では取引先からの要請は皆無で市場獲得との回答のみが得られた。また，
コスト削減目的という回答はゼロであった。
表 ４-2　 1 次サプライヤーの地域別海外拠点の機能（複数回答：件数）
統括会社 生産工場 研究開発
北米 28 44 17 
欧州 20 28 13 
中南米 7 29 1 
中国 18 57 11 
ASEAN 19 65 8 
インド 5 27 3 
計 97 250 53 
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
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　アジアは欧米と大きく様相が異なっている。中国拠点はまずコスト削減が目的だという回
答がトップで，次いで市場獲得，取引先要請であったが，ASEAN は市場獲得が最大の目的
で，次いで取引先要請，コスト削減が続いている。中小サプライヤーの現地拠点は実質的に
生産工場のみであり，一般的にその納入先の多くが現地の日系 1 次サプライヤーである。中
小サプライヤーの中国拠点は ASEAN に比べて日本の生産機能との分業関係によるところ
が大きく，現地工場から日本への逆輸入が企図されている。もちろん，ASEAN の拠点も対
日輸出を行っているものの，その回答件数は中国に比べると半分程度であった10）。工業基盤
の層の薄い ASEAN 地域は日本との分業関係というよりは，取引先日系 1 次サプライヤー
が現地で苦労している部品の生産・調達をサポートすること，また，国内取引のない 1 次サ
プライヤーへの取引関係構築機会の獲得（市場獲得）といった性格が強いものと考えられ
る。他方で， 1 次サプライヤー側にとっても，中国と ASEAN の現地生産においては，日
系サプライヤーの現地進出が必要だという回答率は，ともに高いのが現状である11）。
5 ．お わ り に
　 1 次サプライヤー約100社， 2 次・ 3 次の中小サプライヤー約900社，あわせて約1,000社
にのぼる自動車部品企業から回答を得られるアンケート調査は，そう簡単に実施できるもの
ではないだろう。それゆえに，われわれ共同研究メンバーはアンケート結果の一部をとりま
とめた段階で，学術界や実業界への実態データの還元とその利用促進を図ってきた。
　本稿は，それに屋上屋を重ねるような性質ではあるが， 1 次サプライヤーと中小サプライ
ヤーの調査結果はそれぞれが独立して公表されているため，それらをできるだけ有機的に連
10）中小サプライヤー海外進出企業の回答によれば，現地日系への納入と対日逆輸入の回答件数は，
中国がそれぞれ34，22で，ASEAN が同様に37，14であった。
11） 1 次サプライヤーは，仕入れ先として日系企業の現地進出が「是非必要」「必要」をあわせて，中
国では81％，ASEAN では80％との回答結果を得ている。
表 ４-3　中小サプライヤーの地域別海外拠点の進出理由（複数回答：件数）
コスト削減 市場獲得 取引先要請
北米 0 5 5 
欧州 0 3 0 
中国 19 14 12 
ASEAN 10 18 13 
計 29 40 30 
（出所）　前掲表 2-2に同じ。
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結して，部品産業の階層構造やサプライヤーシステムの観点から総合的に俯瞰できる整理を
行った。
　筆者のようなフィールド調査型の研究を行ってきた立場からすると，今回の清晌一郎教授
を中心とした共同研究・アンケート調査分析からは，部品産業を定量的に把握できること
で，調査の現場・現実の意義を深く分析する基準・尺度を提供してもらった感が強い。調査
に応じてくれた企業から得られた一次情報・事実は非常に貴重で有意義であるものの，相対
的な基準や尺度でそれらをとらえなければ，独善的で矮小な解釈という陥穽にはまる可能性
もなしとしない。
　ここで整理した基礎データをもとに，自動車部品産業・自動車サプライヤーシステムの研
究がさらに活発になることを期待したい。同時に，われわれの共同研究にも残された課題は
多く，引き続き，所属機関の壁を越えて産業界と連携を図って取り組んでいきたい。
　［付記］ 　アンケート調査に回答していただいた企業関係者，自動車サプライヤーシステム研究会メン
バー・科研費共同研究者各位に感謝申し上げる。文責はすべて筆者個人にある。本稿は，科学
研究費補助金基盤研究 A（研究代表者：清晌一郎，課題番号23252009）の成果の一部である。
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